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ITへの基本方針示す「e-Japan戦略」

電子政府構築の基本政策については、

2000年から2001年にかけていくつかの新

しい展開があった。まず、2000年11月29

日に、高度情報通信ネットワーク社会形

成基本法（IT基本法）が成立した。こ

れに基づいて、それまで閣議決定によっ

て内閣に設置されていた「IT戦略会議」

が、その基本政策を実行していくための

戦略的な機関として設立の根拠を明確化

され、政府によって迅速に講ぜられるべ

き施策を定めた重点計画を策定すること

となった。

2001年1月6日に、中央省庁再編と同

時に正式に発足したIT戦略本部は、1月

22日に「e-Japan戦略」を決定してITへ

の取り組みについての基本方針を示し、3

月29日に「e-Japan重点計画」

が決定された。この重点計画の中では、（i）

世界最高水準の高度情報通信ネットワー

クの形成、（ii）教育及び学習の振興並

びに人材の育成、（iii）電子商取引等の

促進、（iv）行政の情報化及び公共分野

における情報通信技術の活用の推進、（v）

高度情報通信ネットワークの安全性及び

信頼性の確保、の５分野が重点課題とさ

れた。この（iv）に基づいて電子政府化

が推進されることとなった。

そこでは2003年度には実質的にすべて

の行政手続きの電子化を実現し、電子情

報が紙情報と同等に扱われる効率的でサ

ービスのよい電子政府を実現することと

されている。インターネットなどを通じて

「世界最高水準の公共サービスを提供」

することが目標である。

「電子政府」へのハードル

「すべての行政手続きの電子化」とい

う目標は、現状と比較すると非常に野心

的なものだ。すでに中央官庁のほとんど

でLANが整備されてインターネットにも

接続し、１人１台のパソコンの整備が実

現されて数年が経過している。政策方針

をいったん省庁のホームページで公表し、

パブリックコメントを求めることもかなり

普及してきた。小泉内閣では、首相の施

政方針演説で内閣がメールマガジンを出

そうという方針が示されるまでになってい

る。だがその一方で、行政手続きそのも

のはほとんどすべて紙ベースの従来のやり

方が続いている。つまり、ハードウェアや

通信のためのインフラを整備したとして

も、制度や仕事の流れが変わらない限り、

電子政府化はなかなか進展しないという

ことなのである。

■足かせとなる行政の省庁縦割り

これまで、行政事務をどのように行う

かについての詳細は、それぞれの省庁ご

とに決めていた。省庁横断的に一定の方

針を適用して一律に決めるというしくみ

が存在しなかった。しばしば指摘される

日本の行政の省庁縦割りという性質が、

国の政府全体で統一的に電子政府化を推

進していくための足かせになっていたとい

ってよい。大統領府が政府の各省庁に対

して強い集権的な指導力をもつアメリカ

連邦政府とは、その点で大きな差がつい

たということがいえる。

e-Japan重点計画の策定は、その問題

を克服するための大きなステップとなった

ことは確かだが、まだ目標を抽象的に示

し、2003年という締切りを設定しただけ

にどとまっており、電子政府化を実現す

るために必要な手続きを定めるには至っ

ていない。

■行政手続きの無駄をどうチェックしど

う正すか

たとえば、電子政府化の１つの目標は、

行政の手続きに対応するために、個人や

企業など行政以外のものにかかってくる

負担を軽減することがある。たとえば何

かの申請をするためには、所定の書式に

従って、必要とされる項目の情報を記入

して提出しなければいけない。そのなかに

は、どうしても必要な情報だけではなく、

とりあえず入手しておこうというような項

目の情報も含まれていることがある。そ

の分だけ、申請する側に余分な手間がか

かっているのである。また、企業などでは

電子的な処理をしているのが一般的な情

報についても、人手をかけて紙に記入し

て提出しなければならないことが多い。受

け取った行政機関側では、それを再度コ

ンピュータに入力していることも珍しくな

い。

このような手続き上の無駄を、統一的

な基準に基づいてチェックし、正すべき

ところを正すだけでも、行政手続きの負

担軽減は相当進むはずである。それを実

行するためには、誰がそのチェックのため

の基準を定めるのか、チェックを行って

問題があった場合にそれを正す責任を、

誰が誰に対して負うのか、正した結果に

ついて誰が確認するのかといったことを定

める必要がある。今後わずか２年という

短期間に「すべての行政手続き」を電子

化するためには、よほど明確な権限を与

えられた強い指導力をもつ機関が相当強

引にものごとを進めて行かないかぎり、目

標の実現はままならないだろう。

「情報公開」の制度化

日本の行政については、しばしば情報

公開の遅れが指摘されてきた。また、行

政機関が保有している情報の管理につい

ても十分ではないという批判がなされてき

た。政府横断的な情報管理の基準がなく、

省庁ごとにばらばらの手続きやルールで処

理されている。
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「e-Japan戦略」が示す電子政府実現への道
省庁縦割りや情報管理不備など高いハードル

電子政府
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報を管理の対象から排除してしまったの

か、いずれにせよ情報公開の対象が狭く

なったことは間違いない。

■公文書館の役割

行政機関は、仕事をするために情報を

保有し、利用している。現在や将来の仕

事のために必要性がなくなれば、情報を

保有し続ける理由がなくなるので廃棄す

ることになる。仕事のうえでの現役を引

退した情報はいらないというわけである。

しかし、引退した情報にも、歴史の資料

■不充分な情報管理

かつて薬害エイズ問題について厚生省

内で調査を行った際に、当時の研究会の

ファイルが行方不明のため、政策決定過

程の情報が公にされなかったことがあっ

た。その後、大臣が交替し、あらためて

探したところ、別の部署のキャビネット

からようやく「発見」された。本当に行

方不明であったかどうかはわからないが、

日本の官庁の文書管理にずさんな面があ

り、過去の文書を参照する必要があった

ときにもすぐには探し出せない場合がある

というのは、決して例外的事態ではない

だろうというのが、多くの関係者の「常

識」だった。

■情報公開法施行と文書廃棄

情報公開法がようやく2001年4月1日

に施行され、政府のもつ情報の公開につ

いて、基本的な制度は動き出した。しか

し、情報の管理がなされていないと、公

開の請求があったときにも情報が見つけ

られず、公開することができない。情報

公開法は、国会での成立から施行までに

一般の法律よりも余裕のある準備期間を

おいて、情報公開に堪える情報管理の確

立をうながしていた。その準備が十分で

あったかについては疑問もある。

情報管理を確立するためにもっとも手

っ取り早い方法は、きちんと管理できて

いない情報をすべて捨ててしまうことであ

る。そうすれば、きちんと管理できている

情報だけが残り、情報管理は完璧という

ことになる。実際にそういう手段が意図

的にとられたという証拠はないが、情報

公開法施行直前の昨年度後半には各省庁

によって相当量の文書が廃棄されたこと

は事実である。

どういう文書を、どれだけの期間保存

しておかなければならないかは、各省ごと

に決めることができるので、その廃棄は

「違法」とはいえない。しかし、保存の必

要についての吟味をしたうえの、適切な

廃棄だったかという観点からは、批判も

多い。公開したくない情報を意図的に抹

消してしまったのか、管理しきれない情

として、あるいは国民による政府のコント

ロールの手がかりとしての必要性は残って

いることがある。そのような必要性を考慮

する動機は、行政機関には存在しないか

ら、たとえば公文書館のような機関が、

現役を引退した情報をいったんすべて引

き受けた上で、あらためて保存の必要性

について判断したうえで処分を決めるよう

なしくみが必要である。現在のところその

ような制度は存在しておらず、情報管理

に大きな穴があいた状態となっている。
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資料3-2-2　 「e-Japan重点計画」基本的方針（2）

出所　高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部の資料より作成

（2000年11月27日 
 IT戦略会議） 

（2001年1月22日 
 第1回IT戦略 
 本部決定） 

・e-Japan戦略を具体化 
・政府が迅速かつ重点的に実施すべき 
  施策の全容を明示（IT基本法第35条） 

5年以内に 
世界最先端のIT国家 

IT基本戦略 

e-Japan戦略 

e-Japan重点計画 

・5年以内に少なくとも3000世帯が高速インターネット網に、また
1000万世帯が超高速インターネット網に常時接続可能な環境を整備
する。 
・すべての国民がインターネットを使いこなせ（2005年のインターネッ
ト個人普及率が60%（予測値）を大幅に超え）、多様な情報・知識を世
界的規模で入手・共有・発信できるようにする。 

・ITの活用を通じた絶え間ない新規産業の創出と既存産業の効率化によ
り、経済構造の高度化、国際競争力の強化、持続的な経済成長と雇用の
拡大を達成する。 

・2003年度までに電子情報を紙情報と同等に扱う電子政府を実現する。 
・電子商取引の市場を成長させ、2003年の市場規模が70兆円を大幅
に上回るようにする。 
・遠隔教育や遠隔医療等を普及させる。 
・すべての国民がインターネット等を通じていつでも必要とするサービ
スを受け、様々なコミュニティに参加できるようにする。 

・IT関連修士・博士号取得者を増大をさせるとともに、2005年までに3
万人の外国人人材を受け入れ、米国水準を上回る高度IT技術者・研究
者が絶え間ない技術開発を行う環境を実現する。 
・情報通信技術の高度化やコンテンツの配信などを通じて、世界の発展
に貢献する。 

すべての国民がITのメリットを享受できる社会 

経済構造の改革の推進と産業の国際競争力の強化が 
実現された社会 

ゆとりと豊かさを実感できる国民生活と、 
個性豊かで活力に満ちた地域社会が実現された社会 

地球規模での高度情報化通信ネットワーク社会の実現 
に向けた国際貢献が行われる社会 

資料3-2-1 「e-Japan重点計画」基本的方針（1）

出所　高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部の資料より作成



いま求められているのは

説明責任のための情報システム

いま政府に求められているのは、説明

責任の確立である。電子政府の推進も、

そのために役立つものでなければならない。

説明責任（アカウンタビリティー）とは、

政府が行っていることについて、ちゃんと

申し開きができるようにする責任、と言

い換えることができる。政府がとった政

策や事業の執行について、その判断の理

由とその結果を国民にわかりやすく説明

し、その是非についての判断を仰ぐ材料

を提供することが求められる。

政策には、立案の過程、執行の過程、

評価の過程があり、企画・立案された政

策が実際に執行され、その結果うまく目

的を達成できたのかどうかが評価され、

問題があれば新しい政策が立案される、

という具合に循環していく。情報通信ネ

ットワークは、このすべての過程で役立

ちうるものだ。つまり、立案・執行・評

価の全過程をカバーする電子政府化が求

められる。そして、評価の結果を受けて、

新たな政策の立案をしていく過程を、国

民に対してオープンにすることが、説明

責任の確立にとって重要である。

だが、残念ながら　e-Japan重点計画

の電子政府の項目は、ほとんどが執行過

程の電子化を構想するものであり、立案

と評価についての電子化には、残念なが

ら相応の注意が払われていないように思

われる。

もちろん、すでにある程度は説明責任

を意識したITの利用が実行されつつある

ことも紹介しておかなければ、フェアとは

いえないだろう。政策の叩き台をあらか

じめネット上などで公表し、国民の意見

に耳を傾けるパブリックコメントは、すで

に多くの省庁で実行されるようになって

きているし、2001年に施行された国家行

政組織法のもとで各官庁に義務づけられ

た政策評価についても、評価結果の公表

が義務づけられている。各省のホームペ

ージは、このように政府と国民との間で

の、政策をめぐるコミュニケーションの要

として重要な役割を果たしつつある。

このしくみを、電子政府の構想の中で

明確に位置づけるとともに、政府にとっ

てやりにくいと思われるような争点につい

ても、しっかりパブリックコメントの手続

きがとられることを義務づけたり、政策

判断のために必要な情報を一般市民が得

られる権利を保障していくことが、今後

の課題である。

業務執行にも透明性を

ところで、立案や評価とは別に、日常

的な業務の執行についても、説明責任と

透明性は問われるべきである。だが、こ

の点についても、e-Japan重点計画の電

子政府の構想の中では、ほとんど意識さ

れていない。

たとえば韓国では、ソウル市が、行政

の処理がどこまで完了しているのかをイン

ターネットで確認できるシステムを運用し

ている 。宅配便がどこにあるのか

について、インターネットで確認できるの

と同じように、行政に提出した申請書な

どが、どの段階まで処理されているのか

を確認することができるのである。業務

プロセスを市民に対してオープンにするこ

とで、行政に対する信頼感は増す。電子

政府の構想のなかには、このような観点

もぜひ導入すべきであろう。

（廣瀬克哉　法政大学法学部教授）
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www.kantei.go.jp/jp/it/network/
dai3/jyuten/

japanese.metro.seoul.kr/government
/policies/anti/civilapplications/

行政の情報化 
 
・2003年度までに法令、白書などの行政情報を原則としてインターネット
に提供 
・2003年度までに実質的にすべての申請・届出等手続きをオンライン化
するため、個別手続のオンラインシステムの整備。必要な法令の見直しを
実施 
・2004年度までに原則として入札・開札を電子化 
・自治事務等のオンライン化に関し、個別手続に係わるアクション・プランを
2001年度早期に策定 
・2002年度までに各府省共通事務に関しペーバーレス化（電子化）するな
ど内部事務の電子化を推進 

公共分野における情報通信技術の活用 
 
・2005年度までにスーパーSINETを全国（25～30ヶ所）に拡大 
・2005年度までに文化財、美術品等の情報をデータベース化し、インター
ネットで提供。 
・2001年度早期に医療のIT化のグランドデザインを策定 
・2002年度までに道路交通情報通信システム（VICS）を全国実施 
・2003年度までにインターネットを通じた地理情報等の流通利用の仕組
みを構築 

　行政の情報化（2003年度） 
・原則として24時間、自宅やオフィスからインターネットを利用して実質的に全
ての行政情報の閲覧、申請・届出等手続、手数料納付・政府調達手続きが可能 

 
　公共分野における情報通信技術の活用 
・地理的な制約なくインターネットを通じて日本中の文化財、美術品等に関する
情報の入手・利用が可能 

・電子カルテの普及等により、多様で質の高い医療サービスを享受 
・交通渋滞の解消等に資するITSの推進・普及が実現 

　行政情報の提供、申請・届出等手続の電子化、文書の電子化、ペーバーレス化
及び必要な業務改革を重点的に推進し、2003年度までに、電子情報を紙情報
と同等に扱う行政を実現 

　ITを活用した公共サービスの多様化・質の向上により、国民がITの恩恵を享受
できる社会を実現 

　政府の申請・届出手続のオンライン化、内部事務のペーバーレス化（電子化）
の他、地方公共団体の電子化もまだ緒についたばかり 

　文化、福祉等の公共分野において、情報のデータベース化、ネットワーク化等
が着実に進展 

2005年の姿 重点計画の実施 

目　標 

現　状 

2

2

2

1

1

1

資料3-2-3　行政の情報化および公共分野における情報通信技術の活用の推進

出所　高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部の資料より作成
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